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A．目的  

本研究は、生活習慣病に関わる、身体活

動、栄養・食生活、喫煙、飲酒に関する介

入について、学歴、所得、ジェンダー等の

公平性の評価が行われているエビデンスを

「政策実施を正当化するのに⼗分なエビデ

ンスがある介⼊」に加えて整理することを

目的とした。  

 

Ｂ．研究方法  

１．公平性の評価に関する対象文献 
2020 年度の本研究において、諸外国の

NCD 対策における介入効果や社会経済格

差の影響を検証した論文をレビューし、前

研究要旨 
2021 年度の研究では、国内外の生活習慣病予防に関する政策や取組を対象とし、それらの予

防介入が対象者の居住地や所得、人種等に異なるのか（異質性）あるいは公平性の観点から現

在のエビデンスの蓄積状況や今後求められる研究等を検討するためのスコーピングレビューを

実施した。その成果として、レビュー対象となった研究の多くは欧米を中心とした高所得国で

実施されていること、肥満対策、減塩対策、喫煙対策のシステマティックレビューが進んでい

ることが明らかになった。公平性の観点においては、社会経済的状況（Socioeconomic status : 
SES）や社会経済的地位（Socioeconomic position : SEP）といった社会経済的要因が考慮され

た研究が多く、健康格差を是正する意図の介入が健康格差を拡大させる可能性も示唆された。 
この成果を受け、前年度の本研究のレビュー対象となったシステマティックレビューに引用

された文献を、身体活動、栄養・食生活、喫煙、飲酒の４つのアプローチに分類し、公平性の

評価及び主要論文における介入方法等を記述し、不足している知見を明らかにすることを目的

とした。対象となった 382 研究の内訳は、身体活動に関する研究 144 本、栄養・食生活に関す

る研究 103 本、喫煙に関する研究 30 本、飲酒に関する研究１本、複数のアプローチで構成さ

れている研究 104 本であった。本研究の結果、学歴、所得、ジェンダー等の公平性に配慮した

研究は、いずれのアプローチにおいても所得を配慮した研究が最も少なかった。また、介入群

と対照群を設定した研究では、社会経済的状況は調整変数として用いているものが多く、社会

経済的状況での格差そのものを評価した研究はわずかであった。政策実施を正当化するのに十

分なエビデンスがある介入（たばこ、アルコール、食事、身体活動）について「公平性の評

価」のエビデンスの状況を取りまとめたけっか、特にアルコールについては公平性評価をした

研究が極めて乏しいことが分かった。各介入がどの程度公平なのかを今後明らかにする必要が

ある。また、公平性評価の標準化も期待される。 
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年度はそのうち 21 論文のシステマティッ

クレビューを抽出した。また、そのうち身

体活動、栄養・食生活、喫煙、飲酒のいず

れかのアプローチを含み、高所得国（世界

銀行のカテゴリーに基づく）で実施され、

2000 年代以降に発出された研究について、

各アプローチの論文数、ランダム化比較試

験（RCT）の本数、さらに学歴、所得、ジ

ェンダーに関する公平性評価の有無（延べ

数）をまとめた。本年度は、これらの論文

をもとに公平性の評価のエビデンスの整理

を行った。 
２．エビデンスの整理方法 
前年度の統括・分担研究報告書に記載され

ている「政策実施を正当化するのに⼗分な

エビデンスがある介⼊」（図 1）をもと

に、「公平性の評価」の軸を加え、エビデ

ンスを整理した。対象とした介入はそれぞ

れ「たばこ」「アルコール」「食事」「身体

活動」に関する 21 の介入とした。エビデ

ンスの整理方法は、公平性に関する論文が

5 報以上ある場合を「※※※」、2−4 報あ

る場合を「※※」、1 報の場合を「※」と

して整理を行った。なお、本研究ではそれ

ぞれの介入の実施により、公平性を改善す

るか否かについての評価は行わなかった。 
（倫理面への配慮）  

 一次データを扱う研究ではなく、特段の

配慮は要しない。  

 

Ｃ．研究結果と考察  

１．対象文献 
前年度の抽出した 382 研究を対象とし

た。対象の内訳は、「たばこ」に関する研

究が 30 本、「アルコール」に関する研究

が１本、「食事」に関する研究が 103 本、

「身体活動」に関する研究が 144 本と

し、複数のアプローチで構成されている研

究 104 本は対象から除外した。 
 

２．エビデンス整理の結果 
【たばこ】 
抽出された 30 本のうち、「1 定期的かつ⼤
幅な増税と値上げ」についてのみ 3 報で、

それ以外は５報以上関連する可能性がある

研究が存在した。 
【アルコール】 
抽出された研究は 1 本のみであり、「3 ア

ルコール⼊⼿に関する制限例：酒類の数量

割引の禁⽌、最低飲酒年齢に関する法律、

最低購⼊年齢に関する法律」に関連する可

能性がある研究であった。 
【食事】 
抽出された 103 本のうち、「1 加糖調製

品・飲料や⾼カロリー⾷品に対する税上

げ」についてのみ 4 報で、それ以外は５報

以上関連する可能性がある研究が存在し

た。 
【身体活動】 
抽出された 144 本のうち、「３体育や「健

康学校プログラム」を規定する法律」につ

いてのみ 2 報で、それ以外は５報以上関連

する可能性がある研究が存在した。 
 
Ｄ．結論  

 本研究では、2021 年度のレビュー結果

に基づき、生活習慣病に関わる、身体活

動、栄養・食生活、喫煙、飲酒に関するア

プローチにおける先行研究について、「政

策実施を正当化するのに⼗分なエビデンス

がある介⼊」に関連する可能性がる研究が

どの程度存在するかについて、「公平性の

評価」の観点から整理を行なった。  

 結果は、「たばこ」「食事」「身体活動」
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については、介入効果が高程度ではない介

入についても公平性が懸念、または検討さ

れている研究が存在していた一方で、「ア

ルコール」に関する研究については、公平

性を評価した論文は極めて乏しかった。  

 本研究の限界として、先行研究を整理す

る方法については、客観的な分類方法がな

く、研究者の恣意性が含まれている点に留

意する必要がある。また、評価した論文の

数を基準としたが、このことは当該の介入

が公平に効果を及ぼす（どのような社会背

景にある個人にも同等に効果を及ぼす）こ

とを意味しない点に注意を要する。レビュ

ーの結果からは、多くの介入の効果は対象

者の属性により異質であることを示してい

る。加えて、本研究の整理では、パッケー

ジ化された公平性に関する評価を含めてお

らず、結果は過小に報告されている可能性

がある。  

 今後取り組む研究の課題として、各介入

の効果の公平性・あるいは異質性の大きさ

や質のレビューを行うことがある。また、

公平性評価の基準の作成を行い、その基準

に基づく客観的な指標に基づいたエビデン

スの整理・評価行うことが求められる。  

 

E．本年度実施したその他の報告事項  
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